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論文
むつ小川原の巨大開発
小 杉 毅
1 巨大工業開発の歴史的背景
昭和35年末の「国民所得倍増計画」の策定以来， わが国の産業は鉄鋼，石
油，化学，電力，輸送機械などの重化学工業を中心に，世界屈指の高度成長を
遂げてきた。そしてこの高度成長期における工業立地は，国際貿易すなわち海
外原料の輸入と工業製品の輸出の拡大を背景に，もともとわが国工業の地理的
分布の特徴をなしていた臨海地指向性を一層強め，太平洋ベルト地帯への工業
の集積・集中を以前にも増して顕著なものにした。太平洋ベルト地帯内部にお
いても， (1)首都圏の全国的比重が著しく高くなったことや， (2)西日本工業地帯
の二大拠点をなしていた阪神と北九州の比重が著しく低下したこと， (3)京浜，
中京，阪神，北九州の既成大工業地帯の比重低下とこれに代る周辺地域の工業
化が急速に進んで，既成工業地域の外延的拡大がもたらされたこと，など工業
の地域的構成に大きな変化が現われているが，なんといっても大きな特徴は，
工業の集積・集中の進んだ太平洋ベルト地帯と工業化の遅れている日本列島の
南北両地域（北海道，東北，南四国，西南九州）および日本海沿岸の諸地域が，経
済的諸力の比較において著しいコントラストを現出していることである1)。
例えば太平洋ベルト地帯へは工業出荷額の約80%,人口の約7596が集中し，
なかでも原料資源を海外に依存する鉄鋼，石油，化学などの基幹産業部門の大
1)野原敏雄・森滝健一郎編『戦後日本資本主義の地城構造」（汐文社） 66ページ参照。
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規模工場やコンビナートはそのほとんどが臨海部へ集中的立地を示しており，
相対的用地不足と地価の高騰，交通・輸送問題の逼迫，各種の産業公害など，
産業の過度集積と過密都市の弊害を惹き起している。いっぽう，列島両端の後
進地域や日本海沿岸の諸地域では，工業化の停滞や農政の変転などに起因する
地方財政のひずみや住民家計の破綻が進展し，また深刻な過疎現象が生ずるな
ど太平洋ベルト地帯とのあいだに著しい地域格差が表面化するにいたった。
こうした状況の下でわが国の工業は，昭和43年頃より，海外へ工場進出を図
る海外立地と国内の後進地域に大規模工業基地を建設しようとする遠隔地立地
の二つの立地動向を示してくる2)。海外立地の問題は割愛するとして，わが国
の工業，なかんずく基幹資源型の重化学工業が国内の遠隔地を指向するのは，
一つには既成工業地帯およびその周辺地域における「公害反対＝工場進出反
対」を叫ぶ住民運動を回避するためでもあるが，主たる要因は生産規模の巨大
化に対応する広大な工業用地を確保することであった。わが国で臨海性装置工
業と呼ばれる基礎的素材部門の生産単位の巨大化は，スケール・メリットを追
求する激しい国際競争を背景に，コンビナート方式による大規模な工業基地の
開発を要求しており， したがってこれに必要な広い工業用地，豊富な工業用
水，大型港湾の存在（開発可能性）を必要不可欠とする厳しい立地条件を満たす
には，国内の遠隔地に立地を求めることが巨大資本にとって最も経済合理的で
あったからである。
ちなみに，国土総合開発審議会の討議資料によると，今後遠隔地に建設する
大規模工業基地の前提条件として，次の点が指摘されている3)0
2)日本工業立地センター海外立地研究グループ「海外立地は可能か――-. 脱日本”立地
＝受けザラ機能強める東南アジア諸国—」(『東洋経済臨時増刊」 No. 3751, 昭和48
年7月26日，地域開発特集号） 52~64ペー ジ。
3)同資料は超大型工業基地の構想としておよそ次のように述べている。「生産規模の巨
大化，生産施設の大型化，既成大集積地におけるスクラップ化の進展に対処するため
に，新たに数万ヘクタールの用地を確保し，……新規立地点は鉄鋼2~3か所，石油
基地4~6か所，石油化学4~6か所を予定し，集中的におこなう。工業基地の一つ
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(1) 大規模であること。用地面積1.5万ヘクタール，工業出荷額 3~4兆円，
関連人口80万人（鹿島臨海工業地帯は工業用地3,300ヘクター ル， 工業出荷額1.4兆
円）。
(2) 臨海性で30万トン級の船舶の入港可能な港湾を有すること。
(3) コンビナートのスケール・メリットの追求により生産の効率化をはかり}
最新鋭の工業生産技術を採用すること。
(4) 公害のない人間性豊かな生活環境を保持すること。
地域住民の公害反対運動を回避するために付け加えられた第4点を別にして
も，第 1, 2, 3点はいずれも経済効率を重視する私的資本の要求をそのまま
代弁したものであり，これまでの工業基地の数倍にのぽる大規模開発を企図し
ていることが明らかである。
しかし従前規模の工業開発ならともかく，これほど大規模な工業開発をおこ
なうとすれば，既成大工業地帯はもとよりその周辺地域を含めた太平洋ベルト
地帯全域においてさえ，工業用地を確保することは容易でない。仮に第 1表で
示した「新全総」の検討資料で指摘している伊勢湾，播磨灘，周防灘，遠州灘
の立地条件を検討しても，用地面積が狭い，埋立水深の関係で造成費が高くつ
く，工業用水の確保が困難であるなど問題が多く，そのうえ各地域とも公害発
生地区をかかえているために，工業開発に対する地元の姿勢は，住民感情はも
とより自治体当局においてすら非常に厳しいものになっている。こうして，こ
の具体例を示すと次のとおりである。
1. 用地 14, 350ha 
2. 労働力 183,000人（人口約80万人）
3. 港湾貨物扱い量 7,800万トンおよび1億1,200万kl
4. 投資額（土地・港湾建設費等をのぞく） 2兆7,700億円
5. 用水 130万~140万トン／日
6. 出荷額 3兆6,000億円
7. 公共事業費 1兆1,040億円」。
（経済企画庁総合開発局編「資料新全国総合開発計画』昭和46年4月， 148-149ペー
ジ）。
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第1表工業用地からみた大規模工業基地の候補地
（通産省・運輸省の構想）
~ 地区 埋立cm水)深 I埋立(ha面)積 I工業(用ha地)面積 Ic工千業ト用ン水1日量） I 
道東（釧路） (20) (74,000) (74,000く） 1,500 
苫 小 牧 10 1,300 6,500 1,200 
陸 奥 湾 13 3,500 3,500 
小 JI 原 10 900 6,500 750+a 
秋 田 湾 10 3,800 7,700 1,300 
仙 台 湾 (20) (34,000) (34,000) 750 
吋勢四
10 4,600 4,600 
10 6,000 6,000 
中南 10 4,700 4,700< 1,100 
播 磨 15 8,400 8,400 
鳴 戸 南 10 2,400 2,400 
周 防 灘 10 53,000 70,000< 750 
鹿児島湾 10 3,300 3,300< 1,000 
志布志湾 (10) (2,000) (2,000く） 1,500 
遠 州 灘 (10) (1,000) (1,000く）
計 I I 114,200* 152,600<* 計＊及しびて（ な）は合l(¥ ltヽ
経済企画庁総合開発局編『資料新全国総合開発計画』 149ペー ジ。
れまで立地条件が悪いという理由で工業開発から取り残されてきた日本列島の
南北両端の遠隔地が，政府や私的資本によって見直され大規模工業開発の候補
地として脚光を浴びるにいたったのである。
そして昭和44年 5月に閣議決定をみた「新全国総合開発計画」の策定過程に
おいて，苫小牧東部，むつ小川原，秋田湾，西瀬戸（周防灘），志布志湾の 5地
区が大規模工業開発の有力候補地としてリスト・アップされ， 「新全総」の二
番煎じといわれる「日本列島改造論」においてはさらに積極的な開発姿勢が示
された。候補地の選定だけでなく，開発方式もまた従来の工業開発の支配的形
態であった個別資本ないし企業集団の枠を越えて，私的資本，政府，地方公共
団体の共同参加による官民一体の開発体制，すなわち第 3セクク一方式並びに
トロイカ方式と呼ばれる新しい方法が具体化している。
本稿で取り上げた青森県のむつ小川原地区は，北海道の苫小牧東部地区とと
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もに遠隔地立地の典型であり，大規模工業開発の最有力候補地になっている
が，ここではすでに工業基地の用地買収がほとんど終っており，土地を買却し
た移転農民を収用する新市街地の建設も進んでいる。しかし大規模開発の初期
段階にあたる用地取得においてさえ，土地投機や住民対策などをめぐって地元
の意見が二分され，巨大開発のあり方に大きな問題を投げかけている。以下む
つ小川原地区の巨大工業開発を(1)開発計画の推移と概要， (2)開発方式， (3)用地
取得の 3点から検討してみよう。
2 開発構想の推移と基本計画の概要
開発構想の推移
むつ小川原地区の大規模開発構想が現実的問題として具体化してくるのは，
「新全国総合開発計画」の閣議決定をみた昭和44年前後のことである。もちろ
んこれまでに工業開発の構想がなかったわけではない。戦前は別として戦後も
昭和30年代に入ると，地元関係者を中心に工業開発の動きが現われ，昭和32年
には小川原湖を商工業港として開きここから八戸港に至る海岸線を一大工業地
域に開発するという構想が打ち出され，同3!3年の「八戸新産都市計画」の立案
過程においては小川原湖の開発（港湾および工業用貯水池）と鉄鋼， 石油化学な
どのコンビナートの配置構想が検討されている。また昭和41年には「新全総」
の立案準備が始まるなど，むつ小川原地区の開発構想が次第に現実性をもった
話題になってきた。しかし，この時点では中央官庁においても開発構想に具体
性がなく地元関係者のあいだでも時期尚早論が大勢を占めるなど調査段階にあ
ったといえる。
ところがその後，高度成長の展開過程で水島，大分，鹿島などにおいて大型
コンビナートの建設が相次いでおこなわれ，生産規模の大型化が工業立地の趨
勢になりつつあるとき，昭和43年12月主務官庁である通産省が『工業開発の構
想（試案）』を発表し，その中でむつ湾および小川原湖一帯の大規模工業開発を
積極的に取り上げたのである。同試案によると， 「……昭和60年には大規模な
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港湾整備の可能性を蔵し，広大な用地，豊富な用水に恵まれた陸奥湾，小川原
湖周辺に大規模臨海工業基地が成立することを想定しており」，早ければ「昭
和50年以降に陸奥湾，小川原湖付近で大規模工業開発が実施されることが期待
される」4)と述べて， この地域一帯が近い将来における大規模工業開発の最有
力候補地であることを示唆している。
そして翌44年 5月には『新全国総合開発計画』が閣議決定をみるが，このな
かで政府は， 「小川原工業港の建設等の総合的な産業基盤の整備により， 陸奥
湾，小川原湖周辺ならびに八戸，久慈一帯に巨大臨海コンビナートの形成を図
る」5)という方針を明確に打ち出し， さらに大規模工業開発プロジェクトの具
体的内容については同計画の「資料編」において次のような一段と詳しい検討
資料が紹介されている。「工業の生産規模の大型化に対応する地域として陸奥
湾，小川原湖周辺，ならびに八戸，久慈一帯は日本に残された最大のフロンテ
ィアの一つである。陸奥湾は天然の良港で50万D/W規模のタンカーが入港で
き，原油備蓄基地 (CTS),原子力船母港など広範な活用が期待され，また小
川原湖は淡水湖であり，その面積は65平方キロメートル，水面の海抜高度 1.5 
メートル，最大深度25メートルで，豊富な工業用水資源を包蔵している。これ
らの地域に石油化学等基幹工業の立地誘導を積極的に行ない，大工業地帯を形
成する」6)。 こうしてむつ小川原地区の開発構想は政府の産業立地政策および
国土政策の重点項目として取り上げられ，従前構想の開発規模を逢かに凌ぐ巨
大開発が国家的大事業として推進されることになったのである。
いっぽう地元青森県では， 「新全総」の発表される一年前の昭和43年 7月に
日本工業立地センターに対して，むつ小川原湖地域の工業開発の可能性につい
て調査を依頼している。そしてその調査結果である「陸奥湾小川原湖大規模工
業開発調査報告』（同44年3月発表）が出されると，県企画部開発課はこの報告
4)通商産業省『工業開発の構想（試案）』（昭和43年12月） 51~52ペー ジ。
5)経済企画庁編『新全国総合開発計画」（昭和44年5月） 54ペー ジ。
6)経済企画庁総合開発局編『資料新全国総合開発計画」（昭和46年4月） 181ペー ジ。
30 
むつ小川原の巨大開発（小杉） 807 
書に基づいて同44年 8月，「陸奥湾小川原湖地域の開発」というパンフレット
を作成して，県民の前にはじめて具体的な開発構想を公表するとともに，関係
官庁および巨大企業集団にも工場誘致用の宣伝バンフレットとして配布してい
る。日本工業立地センクーの調査報告は進出を意図する関係業界の関心を強く
集め，とくに不動産業界では「新全総」の公表されるかなり以前から開発予定
地の争奪戦を惹き起したのである。
開発基本計画の概要
前述した『陸奥湾小川原湖地域の開発」が公表されて以来，昭和46年 8月に
開発予定地の土地取得に関する住民対策大綱（一次案）が発表されるまでは，
開発構想の内容に大きな変化はなかーた。しかし住民対策大網が公表されると
地元関係住民のあいだに強い反発が起り，開発構想の内容は目まぐるしく変化
することになる。すなわち翌 9月には住民の激しい反対運動を回避するために
「一次案」を大幅に変更した「二次案」が示され，更に翌47年6月には『むつ
小川原開発第一次基本計画』， 同49年8月には『むつ小川原開発第二次基本計
画の骨子』が相次いで発表されたのである。しかし，こうした一連の開発構想
の推移のなかで，開発規模の縮小や立地想定業種の大幅な変更はおこなわれて
きたが，工業開発の性格と基本方針は何ら変っていない。そこで，開発計画の
推移を追いながら，むつ小川原地区における大規模工業開発の内容と性格を検
討しよう。
青森県の当初の開発構想は， 「鉄鋼および， CTS基地を含む石油精製，石
油化学等の臨海性装置工業を主体とし，さらにアルミニウム，銅，鉛，亜鉛等
の非鉄金属，天然ガス工業を含む重化学工業，鋼造船，自動車，電気機械工業
などの大型機械工業およびそれらの関連工業を配置する。このため，原子力発
電の開発を推進するとともに，エネルギー基地と基幹資源型工業を中核とした
超大型コンビナートを核として，生産機能—流通機能ー一生活機能等につい
て調和のとれた都市構想を実現しようとするものである」7)という開発方針に
明確に示されているように，下北半島頸部に鉄鋼，石油精製，石油化学を中核
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とする非鉄金属，化学，機械，原子力発電などの超大型複合コンビナートを建
設し，北日本における中核的工業基地の実現を意図するものであった。
工業基地の開発規模は，総面積21,000ヘクタール，総投資額約10兆円，工業
従業者数約12万人，工業出荷額約 5兆円を想定しており，各立地業種の個別的
生産規模も第2表に示したごとく，わが国の既存新鋭工場の数倍という巨大な
ものであった。工業基地の工場配置は，工業原料を超大型船舶によって陸奥湾
から搬入し，下北半島頸部を東へ横断移送しながら製品化し，太平洋へ積出し
するという方向で，およそ次のような青写真を描いている（第1図参照）s)。
第2表立地想定業種と開発規模
1製品名 I 生産能力 1既存工場との比較 1被雇用りぎI用地阿喜）
胄胃韮 粗鋼品鋼各・圧種• 特延殊製 粗鋼年20産00万トン 川崎製鉄74・2水万島トン
直接雇用
間接14雇5,0用00  1,850 
アルミニ連ウ 線材・ダイ 昭和電工16.・6千万葉トンム・同関 一カ貫ス生ト産まで 100万トン1年 26,000 530 
電気銅 年産 36万トン
小三東三菱名邦井浜金亜金製属鉛属1072精24・・5竹万秋契万原島田トトン非鉄金属 電気亜鉛 , 24万トン
電気鉛
7,290 395 
・同関連 " 12万トン
伸銅・電線 " 48万トン
（但8し.電4万気ト鋼ン） 
CTS基地 2000万kl 鹿児（世島県界喜最6入大60万）kl 660 
石油精製 ナフサ 日産 日石3・3根万躁ハーレル 530 1,700 150万バーレル
石油化学 エチレン 年産 260万トン 丸善•千葉44万トン 11,600 1,870 
原子力発電 電 力 2000万kw海日本第原2子,力110発万電kw•東 700 330 
造 船 鋼 船 年10産0万重量トン 3,000 120 
ムロ 計 62,980 7,455 
青森県むつ小川原開発室「むつ小川原地域開発構想の概要」その他より作成。
7)青森県むつ小川原開発室『むつ小川原地域開発構想の概要」 1.6ペー ジ。
8)同「前掲書」 17~19ベージ。デーリー東北新聞社「北奥羽の山河-むつ小川原の巨
大開発ー」 (1972) 1 ~80ペー ジ参照。
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第 1圏 むつ小川原地域工業開発構想図
809 
??
ー
陸奥湾
???
石油化学
火力発電
青森県資料その他より作成。
33 
810 闊西大學『紙清論集』第26巻第6号
(1)小川原湖東部の太平洋沿岸には，粗鋼年産2000万トンの銑鋼一貫工場を中
心に，鋼材並びに大型機械などの関連工場を集めた鉄鋼基地を配置する。 (2)陸
奥湾沿岸に建設するCTS基地を利用して，小川原湖北方の尾駁沼・鷹架沼周
辺に日産処理能力150万バーレルの石油精製工場，エチレン換算で年産260万ト
ンの石油化学工場，および火力発電所等を結ぶ石油化学コンビナートを配置す
る。 (3)太平洋沿岸北部（東通村）に原子力発電2000万kWの原子カセンターを建
設してその周辺に銅，鉛，亜鉛などの非鉄金属工場を配置するほか，小川原湖
北部にも火力発電所 (1000万kW)を設けてアルミニウム工場を配置する。 (4)陸
奥湾沿岸には沖合い数キロの地点に大型タンカー (30万トン）用シーバースと
貯油能力2000万klのCTS基地を建設し，原料輸入のための広域港湾として整
備を図るほか，造船工業など大型機械工業を配置する。 (5)小川原湖周辺の臨海
部には堀込式の大規模港湾を築造し， ここに航路水深22メートル (20万トン級
船舶入港可能），泊地面積2300ヘクタール，岸壁延長2万メートルの小川原工業
港を建設する。 (6)工業用水は小川原湖および奥入瀬川水系を開発して日量250
万トン（現状では日量120万トン取水可能）を確保する。 (7)下北半島頸部の内陸丘
陵地に人口30万人の新都市を建設する。
この開発構想は，昭和46年8月開発面積の縮小や造船工業などの一部業種に
若干の変更を加えて開発計画（一次案）として発表された。ところが工業開発規
模が，主要業種だけをとってみても，現在わが国最大の工業基地である鹿島臨
海工業地帯に比べて，鉄鋼は 2倍，石油精製2.5倍，石油化学2.6倍，土地利用
面積7倍という旭大なものであったことや，用地取得のために必要な立ち退き
戸数が三沢，野辺地，六ケ所村の三市町村で37集落， 2,162世帯， 11,204名に
のぼるという，わが国工業開発史上例のない巨大開発であることが明らかにな
ったために，地元関係住民の戸惑いと反発はきわめて大きかった。こうした厳
しい住民感情と同年8月以来の「ドル・ショック」の影響による経済的動揺の
なかで，翌9月一次案を大幅に縮小した二次案が提示され，これが若干の手直
しの後「第一次基本計画」（同47年6月）として発表されたのである。
34 
むつ小川原の巨大開発（小杉） 811
二次案（第一次基本計画）の概要は第3表に示したように， (1)鉄鋼・同関連，
アルミニウム・同関連，非鉄金属，大型機械工業, CTSの立地を当面の開発
計画から削除して石油産業の立地を先行させる， (2)開発区城面積を17,500ヘク
タールから7,900ヘクタールへ大幅に縮小する,(3)石油産業の生産規模を拡大
し，石油精製は日産150万バーレルから200万バーレルへ，石油化学はエチレン
年産260万トンから400万トンへ，それぞれ大幅に引き上げるというものであっ
た。鉄鋼，非鉄金属, CTSなどの立地延期と開発面積の縮小は，一般にアメ
リカ政府の輸入課徴金政策や円切り上げの影響による関係業界の投資動向を反
映したものと受け取られているが，直接的には当面の開発規模を縮小して開発
反対住民の反発をかわすことを狙ったものである｡事実住民の立ち退き規模が，
一次案に比較して集落数で3分の1，世帯数で6分の1，人口規模で6分の1
にそれぞれ大幅に縮小され， このことが以後の開発反対運動に動揺をあたえ，
条件付開発斗争の動きを活発にする役割を果したことによくあらわれている。
また石油産業の誘致を先行させそのうえ生産規模拡大の方針を示したことは
当面の開発規模の縮小によって住民の反発をかわし，公害型産業と呼ばれる立
第3表石油産業に関する一次案と二次案の比較?
(バーレル/日）
150万
（トン/年）
260万
(kw/ha)
1,050万
石油精製
石油化学
電 力
原油処理
エチレン
1,950
1,180
500
135
610
25
0
5，970
25，920
630
6，825
700
一
??
石油精製
石油化学
電 力
原油処理
エチレン
???????
?
2,600
1,900
500
180
936
25
0
9，188
25，922
840
10,500
700
???
｢青森県資料｣。
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地困難な石油産業をまず誘致し，後続の他業種の工場立地を容易に誘導しよう
とする意図のあることをはっきりと示している。この点は、開発の手順を変更
した｢第二次基本計画の骨子」（昭和49年8月発表）をみると一層明らかである。
第2図第二次基本計画の工場配置図
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｢青森県資料｣。
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「第二次基本計画の骨子」によれば，開発業種を当面，石油関連産業，すな
わち石油精製，石油化学，火力発電の 3業種にしぽり，しかも工場立地は数期
にわけて段階的におこなうという方針が示されている。工業開発地区は第一次
基本計画に比べて大きな変更はなく，六ケ所村から三沢市北部にいたる臨海地
域約5000ヘクタールを予定し，そのうち石油精製，石油化学等の工場用地が約
2500ヘクタール，港湾，岸壁などの公共・専用用地が約450ヘクタール，地区
内の幹線道路用地（幅50~100メートル）が約150ヘクター ル， 他の用地は緑地，
二次幹線道路，パイプラインなどの施設に利用されることになっている。
工場配置は，第一期計画としてさしあたり石油精製（弥栄平地区）が日産50万
バー レル， 石油化学（麿架沼南岸・沖付地区）がエチレン換算で年産80万トン，
火力発電（同上）が出力60万kW2基という石油化学コンビナートを予定して
いる。工業立地の規模は，開発着手時点においては大幅に縮小されたことにな
る。しかし，これは全体計画の縮小を意味するものではなく，将来における立
地規模の段階的拡大の方便にすぎない。第一期計画の立地規模が低く押えられ
ているのは，開発地区住民の激しい抵抗のなかで，工場立地の突破口を開くた
めの，開発当局による政策的配慮である。 このことは，『同骨子』に明記され
た，「立地規模は環境アセスメントに基づいて段階的に拡大する」，とか「段階
的立地を配慮しつつ工業開発地区全域を対象とする分散型の工場配置を至こな
う」という字句にはっきりとあらわれている。
こうして，開発予定スケジュールは，昭和50年3月までに第二次基本計画の
最終案を策定し， 同52年までには土地造成に着手， 同54年には工場建設を開
始，同57年頃には一部操業開始ということになっており，不況の好転とともに
事業を開始する見通しである。工業開発にともなう立ち退き住民の移転先とし
てすでに新市街地A住区の建設工事が開始されている。
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3 巨大工業開発と第3セクタ一方式の導入
「新全総」における大規模工業開発が，これまでの工業開発と性格を異にす
る一つの大きな特徴は，開発方式として，公共セククー（第1セククー）単独で
も民間セククー（第2セクター）単独でもない，官民共同出資の株式会社，第3
セククーを登場させたことである 9)。従来の工業開発においては，大抵の場
合，開発の初期段階である用地の取得，造成および分譲が，おもに地方公共団
体か，あるいは個別企業ないしは企業集団の手によっておこなわれてきたのに
対して， 「新全総」の大規模工業開発は国家，地方公共団体および私的資本が
共同出資する第3セクターの手でおこなわれていることである。苫小牧東部地
9)第3セクターには明確な定義はなく，一般に「官民共同出資の株式会社」という程度
の意味で用いられている。しかし，ただ「官民共同出資の株式会社」というだけであ
れば，戦前の各種国策会社や戦後の電源開発株式会社， 日本航空機製造株式会社など
もこの範疇にはいるが，現在議論の対象になっている第3セクターにはこれらのもの
は含まれていない。それは，第3セクターヘの国の投融資を，特別立法を必要とする
直接投資や国会審議を要する直接融資の形をとらず，政府系金融機関を通して行なう
という方法をとっているからである。以上の点からすれば，第3セクターには(1)官民
共同出資の商法上の株式会社であり，(2)投融資に特別立法や国会審議を必要としない，
．という制度的位置づけをあたえることができる。 アメリカでは「公的部門」 (public
sector)にも「私的部門」 (privatesector)にも属さず直接営利を目的としない事業
体をインディペンデント・セククー (independentsector)と呼んでいるが，わが国
では「公共事業部門」（第1セククー）にも「民間事業部門」（第2セクター）にも属
さず，事業の性格が両者の中間領域にあるというところから第3セクターと呼んだも
のとみられる。
10)苫小牧東部開発蛛は昭和47年7月， 資本金20億円 (400万株）で設立された。出資構
成は国（北東公庫）が100万株，地方公共団体（北海道，苫小牧市，厚真町等）が101
万株，私的資本全社で 199万株となっており，・むつ小川原開発諒の場合に比べて， (1)
地方公共団体は市町村レベルまで参加している， (2)官の出資比率を若干高くしている
などの点が異っている。開発計画その他の詳細は次の文献を参照されたい。伊藤喜栄
「日本資本主義と地域開発」（『講座現代資本主義5,戦後日本の基本構造（下）， 日本
評論社， 昭和50年 8 月）。本城健三「大規模工業基地論—苫小牧東部開発について
一」（『工業立地』 Vol.14, No. 1975)。 内山卓郎「巨大開発『苫小牧東部」を斬
る」（『朝日ジャーナル」 Vol.15, No. 30, 1973)など。
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区（北海道）の開発にあたる「苫小牧東部開発株式会社」10), およびむつ小川原
地区（青森県）の開発主体である「むつ小川原開発株式会社」は，いずれも「新
全総」における巨大工業開発を推進している最も代表的な第 3セクターであ
る。
地域開発における第 3セクタ一方式の導入は，この開発方式を採用すれば，
(1)関係官庁との接触の円滑化， (2)事業の公共性の確保， (3)地元対策の円滑化，
(4)資金調達の強化などの利点があるとして11), すでに昭和40年頃から都市施
設，駅および空港ビル，輸送および流通施設，観光開発などの事業分野で，相
当積極的におこなわれてきた。しかし，これらはいづれも都市開発とか，環境
および輸送手段の整備などが主たる目的であって，工業開発を直接の事業対象
とするものではなかった。また極めて稀な事例として，東三河湾の木材・住宅
コンビナートのように，第 3セクターによって用地造成がおこなわれた工業団
地もあるが，しかしこの場合もまた，用地取得は地方公共団体がおこない，第
3セクターの公的資金参加も地方公共団体レベルにとどまっている。
これに対して，大規模工業開発の事業主体である第 3セクターは， (1)「新全
総」のなかで「ナショナル・プロジェクト」として取り上げられた大規模工業
開発の事業主体であって，政府系金融機関を通じて国の資本参加がおこなわれ
ている， (2)大規模工業基地の建設を業務とするために，巨額の資金投下を必要
とし，従来の工業開発に比べてはもとより他部門の第 3セクターと比較しても
資本金規模が大きいばかりでなく，長期かつ施大な運転資金の借入れを必要と
する， (3)工業用地の取得，造成，分譲が主たる目的であるために，事業の大半
が工業開発の初期段階に集中する，という特徴を有しており，前述の第 3セク
ターとはかなり性格を異にしている。大規模工業開発における第 3セクター方
式の導入が，わが国戦後の地域開発とくに工業開発史のうえで，開発方式の画
期的変化を示すものとして注目されるゆえんである。
11)混合開発体制研究会編「第3セクターの実態」（国土計画協会）昭和48年， 14~15ペ
ジー。
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それでは，第3セクク一方式を採用するむつ小川原地区の大規模工業開発は
いかなる機構で推進されようとしているのか，具体的に検討してみよう。
むつ小川原の開発機構は，第 3図に示したごとく，直接的には事業主体であ
る第3セククー「むつ小川原開発株式会社」（以後「開発会社」と呼ぶ）を軸に，
地元青森県の外郭団体である「財団法人青森県むつ小川原開発公社」（以後「開
発公社」と呼ぶ）および変型の第 3セクター「株式会社むつ小川原総合開発セン
ター」（以後ー「開発センター」と呼ぶ）の三つの専従機関で構成され，一般に「ト
ロイカ方式」と呼ばれる開発体制がとられている。
開発機構の中核をなす「開発会社」は，昭和46年 3月むつ小川原地域大規模
工業開発の推進母体として， 国（北海道東北開発公庫）と地元青森県と巨大企業
集団約150社の共同出資によって設立された。「開発会社」の出資構成は国 3分
の1, 県6分の 1,民間企業2分の 1の官民折半とし，授権資本金60億円のう
ち，政府が20億円，県が10億円，私的企業150社（のち157社となる）が30億円を
それぞれ出資することになっている。この私的企業集団約 150社のなかには，
工業開発に直接関係のない企業も含まれ，第4表に示したように，鉄鋼，電力，
非鉄金属，石油，化学，機械，セメントなどの製造業や，建設，不動産，商社
などのディベロッパー，都銀，生保，損保，信託などの各種金融機関から，経
団連加盟の巨大企業が軒並みに参加・出資している。また「開発会社」への資
本参加はそのまま役員の派遣構成にも反映され，第 5表に示したごとく全役員
の大半が巨大企業と高級官僚の出向者で占められている。国と巨大企業と地方
公共団体の共同参加の第3セクターといっても，その実態は巨大企業と国の比
重が圧倒的に高いのが「開発会社」の特徴であり，出資比率が低く常勤役員の
派遣数の少ない青森県側が「開発会社」の企業活動に十分なチェック機能を果
せるかどうか疑問である。
「開発会社」の事業目的は，定款によると， (1)土地の取得，造成，分譲， '(2)
公害防止のための廃棄物の共同処理施設，地域冷暖房設備，公用緑地の設置，
管理および譲渡等工業基地開発および新都市開発を促進するに必要な諸事業，
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第4表 むつ小川原開発株式会社出資企業一覧
鉄鋼・非鉄・電力関係 石油・化学関係 商社・不動産・建設関係 金融関係
（鉄鋼） （石油） （商社・不動産・建設） （銀行）
川崎製鉄株式会社 アジア石油株式会社 伊藤忠商事株式会社 株式会社第一銀行
株式会社神戸製鋼所 アラビア石油株式会社 兼松紅商株式会社 株式会社東海銀行
新日本製鉄株式会社 出光興産株式会社 住友商事株式会社 株式会社日本勧業銀行
住友金属工業株式会社 鹿島石油株式会社 株式会社トーメン 株式会社日本興業銀行
日本鋼管株式会社 九州石油株式会社 日綿実業株式会社 株式会社日本長期信用銀行
共同石油株式会社 日商岩井株式会社 株式会社日本不動産銀行
（非鉄金属） 極東石油工業株式会社 丸紅飯田株式会社 株式会社富士銀行
住友金属鉱山株式会社 昭和石油株式会社 三井物産株式会社 株式会社北海道拓井殖銀銀行
同和鉱業株式会社 ゼネラル石油株式会社 三菱商事株式会社 株式会社三 行
日本鉱業株式会社 太陽石油株式会社 伊藤忠不動産株式会社 株式会社三菱銀行
古河鉱業株式会社 大協石油株式会社 興和不動産株式会社 株式会社青森銀行
三井金属鉱業株式会社 東亜石油株式会社 第一開発株式会社 株式会社岩手銀行
日本軽金属株式会社 東亜燃料工業株式会社 東京建物株式会社 株式会社七十七銀行
三井アルミニウム工業株式会社 日本石油株式会社 芙容開発株式会社 株式会社宵和銀行
富士石油株式会社 三井不動産株式会社 株式会社東北銀行
（電力） 丸菩石油株式会社 三菱開発株式会社 株式会社弘前相互銀行
東京電力株式会社 三菱石油株式会社 三菱地所株式会社 住友信託銀行株式会社
東北電力株式会社 株式会社大林組 中央信託銀行株式会社
（石油化学） 鹿島建設株式会社 東洋信託銀行株式会社
新大協和石油化学株式会社 国土総合開発株式会社 日本信託銀行株式会社
日本合成ゴム株式会社 五洋建設株式会社 三井信託銀行株式会社
日本ゼオン株式会社 清水建設株式会社 三菱信託銀行株式会社
丸善石油化学株式会社 大成建設株式会社 安田信託銀行株式会社
三井石油化学工業株式会社 高砂熱工業株式会社
三菱油化株式会社 高砂熱学工業株式会社 （損保）
株式会社竹中工務店 住友海上火災保険株式会社
（化学・化学繊維） 東亜港湾工業株式会社 大正海上火災保険株式会社
旭ダウ株式会社 東洋建設株式会社 東京海上火災保険株式会社
宇部典産株式会社 株式会社間組 典亜火災海上保険株式会社
鐘渕化学工業株式会社 フジク工業株式会社 同和火災海上保険株式会社
呉羽化学工業株式会社 日動火災海上保険株式会社
昭和電工株式会社 （交通運輸） 日産火災海上保険株式会社
住友化学工業株式会社 日本通運株式会社 日本火災海上保険株式会社
電気化学工業株式会社 東日本フェリー株式会社 富士火災海上保険株式会社
日東化学工業株式会社 安田火災海上保険株式会社
三井東圧化学株式会社
三菱化成工業株式会社 （生保）
朝日生命保険相互会社
（セメント・ガラス） 協栄生命保険相互会社
旭化成工業株式会社 住友生命保険相互会社
帝人株式会社 第一生命保険相互会社
小野田セメント株式会僣社 千代田生命保険相互会社
住友セメント株式会社 東邦生命保険相互会社
秩父セメント株:式仕会社
日本生命保険相互会社
日本セメント株 富国生命保険相互会社
三菱セメント株 三井生命保険相互会社
旭硝子株式会社 明治生命保険相互会社
安田生命保険相互会社
（農協）
青森県信用農業協同組合連合会
「資料出所省略」。
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第5表 むつ小川原開発誅常勤役員一覧 (1972)
役職名 I 氏 名 I 月ヽI・J 歴 役 職 名
社 長 安 藤 豊 禄 元小野田セメント棘社長
副社長 阿 部 陽 元石炭協会事務局長
専 務 中 尾 博 之 元大蔵省理財局長
常 務 山 崎 雄一郎 元仙台通産局長
” 横 手 久 北東開発公庫東北支店長
” 鶴 海 良一郎 元建設省大臣官房長
// 宇 田 成 尚 日本興業銀行営業第2部長
’ 岡 本 省 青森県教育委員会教育長
II 小鍛治 芳 三井不動産宅地開発部調査役
” 平 沢 哲 夫 東北電力誅理事
‘’ 岩 本 道 夫
常勤監査役 奥 田 亨
（注）昭和50年6月の人事移動で安藤社長は退任して相談役へ，後任社長には副社長の阿
部氏が昇任している。その他の移動は省略。
(3)同地城の開発を目的とした前 2号の事業をおこなう関連企業への投資， (4)公
共施設管理業務の受託， (5)前各号に関連する一切の付帯事業となっているが，
「開発会社」設立の主たる目的が，私的資本の忌避するリスクの大きい部門，
つまり開発用地の取得・造成と産業基盤整備にあることはいうまでもない。な
かでも用地確保が極めて困難かつ長期を要する現状では，土地の一括買収が
「開発会社」の当面の最大目標であることは誰の目にも明らかである。「開発
会社」の設立趣意書によれば， 「大規模工業基地開発の成否はーにかかって所
要用地の先行確保の如何にあり」，理想的なコンビナート形成をおこなうには，
「土地の先行取得を行うことが焦眉の急」であり， 「開発会社」の設立を決意
したと述べている。定款の事業目的の第一に， 「土地の取得，造成，分譲」を
あげているのはそのためである。 こうして， 「開発会社」は用地を買収するた
めに， 国庫（北東公庫）と民間金融機関の協調融資団から巨額にのぼる低利融
資を受けている。
「開発センター」は，むつ小川原地域の総合開発計画の策定とこれに必要な
調査研究をおこなうことを目的に，政府出資の国策会社「東北開発株式会社」
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と青森県と私的資本の共同出資によって設立された変型の第三セクターであ
る。その主たる任務は，むつ小川原総合開発会議 (11省庁会議）の指示する基本
方針に従って具体的開発プランを作成することである。出資構成は払込資本金
3億5千万円（授権資本金5億円）のうち東北開発誅2億円，青森県5千万円，
私的資本1億円となっており，また役員構成も主要ボストは運輸・大蔵・経済
企画の関係省庁からの出向者で占められているなど， 「開発センター」の性格
は行政ベース主導型の構成をとっている 12)。
「開発公社」は，青森県が寄付した2000万円を基本財産として設立された財
団法人で，「開発会社」の委託によって用地買収業務をおこなう県公社である。
基金2千万円は全額青森県が出資し，職員も運転手と女子事務員をのぞく第 1
線の土地買収要員のすべてが県職員の出向者であるのに対し，運転資金は全額
「開発会社」がまかなうという，公社としては極めて不可解な運営形態をとっ
ている 13)。しかし，その実態は，「開発会社」ひいては巨大企業のために，土
地ブローカーや土地所有者から用地を確保し斡旋する土地買収機関であると同
時に，巨大企業本来の業務を県職員がおこなうことに対する県民の批判をかわ
すための，形式上県から組織を独立させた業務代行機関にほかならない。
以上三つの専従機関を概観して，むつ小川原地域の「トロイカ方式」と呼ば
れる開発体制が次のような仕組みになっていることが明らかである。「開発会
社」は，国から政府系金融機関を通じて巨額の財政資金を引き出し，また民間
金融機関で構成される協調融資団からも長期資金を借入れて，これを「開発公
社」に提供し，土地買収を委託する。「開発公社」は県職員を動員して農民お
よび一般土地所有者から直接土地を買収するか，あるいは土地プローカーから
12)社長には元運輸省港湾局長，副社長には元大蔵省理財局長，専務には元経済企画庁審
議官というように，三役はもとより常務以下の役員もその大部分が元高級官僚で占め
られている。
13)開発公社の総経費は， 1973年当時で月額約4000万円とみられている。この程度の経費
は「土地買収業務の委託に対する正当な報酬」として安いものである， と関係者はい
うが年額にすると危大である。
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転売を受けて「開発会社」に提供する。「開発会社」はこの用地を「開発セン
クー」の作成したプランに従って造成し，立地企業に分譲する。立地企業はこ
こに工場およびプラントを建設し操業をおこなう。
そして，この三者および政府各省庁や県のあいだの機能調整に当るのが，経
済企画庁をはじめ関係11省庁の局長クラスの機関で組織される「むつ小川原総
合開発会議」である。調整事項は基本調査，各開発機関の事業計画など多岐に
亘っているが，なかでも最も重要な業務はマスタープラン（開発基本計画）の原
案を作成することである。つまりこの会議は，国土総合開発審議会で策定され
た「新全総」の方針に沿って，各省庁間の意見調整を図りながら原案を作成
し，これをシンクタンクである「開発センター」に指示するのが任務である。
ところで，第 3セクター方式導入の直接の狙いはどこにあったのか，これま
での考察でほぽ明らかであるが，もう少し具体的に検討してみよう。
まず第一の狙いは財政投融資の「受け皿」としての機能である14)。巨大工
業開発は莫大な投下資金を必要とするため，従前のように地方公共団体が用地
の取得・造成をおこなうことは財政的に不可能であるし，資本蓄積の大きい巨
大企業集団といえども用地取得に長期を要する開発には大きな危険負担をとも
なうことになる。そこで目をつけたのが近年膨張の一途をたどっている財政投
融資つまり租税と同じように強制貯蓄の形で積み立てている各種年金の積立金
や郵便貯金といった資金運用部資金であった。株式会社組織の形態をとる第 3
セクターを導入し，私的企業の側面と公的企業の側面の二つの機能を使い分け
ることによって，一方では政府の信用保障を取り付けるとともに，他方では政
府系金融機関を通じて莫大な国家資金を引き出す「受け皿」に利用したのであ
る。第 3セクターである「むつ小川原開発株式会社」の借入れ総額は昭和49年
12月末現在で314億円であったが，このうち北東公庫からは118億円の長期低利
の特別融資がおこなわれており，さらに同50,51年度にはそれぞれ50億円の追
加融資が見込まれていた。
14)南一郎「独占資本の土地収奪のからくり」（『経済」 1973,No. 107) 195ペー ジ。
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第二の狙いは，第3セクターの公的企業の側面を利用して民間金融機関から
巨額の開発資金を借り出すことにあった。私的金融機関にとって半官半民の第
3セクターは政府の信用保証をもつ企業体としてAランク評価の融資対象であ
り巨額の貸出しを可能とする。現に「開発会社」に対する民間金融機関の協調
融資は同49年末現在で196億円にのぽっている15)。
協調融資の内訳は都市銀行21社が110億円，信託銀行6社が42億円，生命保
険11社が24億円，地方銀行7社が20億円となっており，主要金融機関はほとん
ど網羅されている。「開発会社」はさらに昭和50年度の事業計画として約100億
円を予定し，このうち50億円を協調融資団からの追加融資に求めているから，
民間融資総額は同50年末現在で246億円となり，東北公庫からの財政融資を合
せると借入残は414億円に達することになる。
この借入総額は用地買収を完全に終了していない段階での数字であるから，
これから投入される予定の造成費を含めると莫大な金額になることは疑いな
い。しかも現時点では用地分譲による営業収入が皆無であるから，いかに長期
低利の特別融資や協調融資に依存するとはいえ，年間30億円にのぼる金利負担
だけでも企業経営にとって大きな問題である。ここに半官半民の第 3セクター
導入の秘密を解く鍵があると思われる。
第三の狙いは巨大企業による用地取得のリスクを肩代りすることであった。
工業用地の取得は近年ますます困難になっており，とくに大規模工業開発とも
なると用地取得は難関中の難事である。土地業者の暗躍によるスプロール現象
は工業用地の一括買収を困難し，土地取得に伴う巨大企業の危険負担を大きく
するが，農民や一般土地所有者の所有権を制限する土地の「強制収用権」や
「先買権」を設定することは18), 国民感情から推してより一層困難である。
15)渡辺幹介「むつ小川原開発に消えた314億円」（『宝石」昭和50年9月号）参照。
16)政府および農林省の高官は，再三にわたって「市街化地域内の農地，山林全般にわた
って都道府県が優先的に買い上げる先買権を強化する必要がある」とか「農地法をな
るべく早い機会に抜本的に改正し，大規模開発拠点の近くの農地は例外的に先行取得
を認めるように前向きに検討する」と発言している。
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そこで，これに代る便法として，国と地方公共体が参加する半官半民の開発主
体を導入して巨大工業開発に公的性格をあたえ，開発用地の一括買収方針を打
出すとともに，土地のスプロール化に伴う用地買収の遅れや造成過程の危険負
担を第3セククーに肩代りさせたのである。
つぎに，青森県がトロイカ方式の一翼をになう土地買収機関「開発公社」を設
立した狙いについて触れておこう。「開発公社」が国の財政援助の見返りとして，
また工業誘致のための優遇措置（便宜の供与）の一環として設けられたことはい． 
うまでもないが，その直接かつ最大の狙いは，開発用地を円満に確保すること
であった。工業用地の取得がきわめて困難な現在，大規模工業開発の成否が用
地の先行取得いかんにかかっていることは明らかであるが， 「開発会社」が直
接土地買収をおこなったのでは住民の反発を招いて挫折する危険性がある。知
事の言によれば， 「開発会社は旅の人であり，言葉も通じないし民情も知らな
いから」である。そこで県は，用地取得には住民の納得と協力が必要であるか
ら，地元の事情に精通したものが折衝にあたるべきであり， 「開発公社」を設
立したと説明する17)。
しかし「開発公社」は財産処分，組合解散，税金等の諸問題の相談に懇切丁
寧には応じているが，開拓農民や地元住民の立場に立って土地買収の折衝には
あたっていない。「開発公社」は，「開発会社」とのあいだに結んだ「用地取得
の委託に関する基本協定」に基づいて， 「開発会社」の決めた価格で地権者と
交渉して契約を結び，所有権を直接「開発会社」に移転している。契約の段階
では「開発公社」の存在は影も形もなく， 「開発会社」の土地買収の手先にな
っていることが明らかである。地元の事情に精通した「開発公社」が土地買収
を代行するのでなく， 「開発会社」が直接地元に姿を現して用地買収をおこな
っていたならば，農民や地元の住民はもう少し主体性を持ってより有利に交渉
できたのではないかと思われる。
17)飯田清悦郎「前掲論文」 215ページ。朝日ジャーナル編集部「特集「公」と「私」の
双面神，第3セククー の素顔一ー （その2)土地収奪の武器として一―-」（『朝日ジャ
ナール』 Vol.15, No. 40, 1973) 10ペー ジ。
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4 巨大開発と土地収奪
現時点の開発区域面積は， 当面の工業立地に必要な工業開発地区5,000ヘク
クールのほかに， 港湾や新市街地等の用地を含めて約5,500ヘククールに縮小
されているが，一次案（昭和46年8月）では17,500ヘククール，それ以前の「新
全総」発表前後の段階の「開発会社」買収予定面積は最終的に36,000ヘクター
ルになるだろうといわれていた18)。昭和46年7月の青森県むつ小川原開発室
の資料によると19), 工業地域としての開発可能面積は臨海部だけで約21,000
ヘククール，内陸部の丘陵地を加えると約30,000ヘクタールに及ぶと指摘して
いる。このような大規模工業開発を実施するとなれば，従前の工業開発のよう
に，経済効率の追求という点から必要最小限の用地取得にとどめていたケース
とは違って，数力市町村に及ぶ広大な地域の自然的経済的諸条件を変革するこ
とになる。したがって，開発計画の策定，とくに用地取得に当っては，その前
提として地域住民の協力を得ることはもとより， 開発利益を地域住民に還元
し，住民福祉の向上と生存条件の改善を保障することが約束されていなければ
ならない。そのためには，開発する側と地域住民とのあいだで開発計画，住民
対策，用地取得等について十分な議論を尽す必要がある。しかし現実には開発
する側の巨大不動産資本による一方的な用地買収によって土地の収奪が開始さ
れたのである。
工業用地の取得方式については，すでに「新全総」の策定段階で国と県と関
係業界の三者が，用地取得者の側に立って各種方式のメリットとディメリット
の検討をおこない，一括買収方式を採用するという方針を出していたといわれ
る20)。それによると，従来採用されてきた用地取得方式には， (1)一括買収方
18)デーリー東北新聞社「前掲書」 20ペー ジ。
19)青森県むつ小川原開発室「前掲書」 5ペー ジ。
20)飯田清悦郎「下北半島争奪戦」（『中央公論』 1971年12月号）221ページ。高田喜羞「陸
奥湾小川原湖地域大規模工業開発について」（北東公庫調査部「開発金融』 15,1970) 
49~51ペー ジ。
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第8表用地取得方式における問題点
一括買収方式 1 区画彰浬方式 i賃借方ー式資i集団信託方式
用地をいっきょに区画整理により公もっとも少ない 住民のプロジェクト
色り艮匹噂！鼠讐？用地を取得す1直鴫戸特
（イ） 個別交渉が主（イ） 工業用地を取（イ） 法律関係がむ（イ） 信託利益を生み
となるため，地 得するには用地 ずかしく常に紛 だす販売価格の設
墨権利関係の完 の買収が前提と 争の種を内包し 定が問題，地権者
調査が前提と なり，一括買収 ている。 •" と企業との利益の
なる。 方式と同様の問（口）公共用地の確 相反する立場の調
（口） 買収価格には 題がある。 保がむすかしい 整が鍵となる。
地権者の思惑が（口） むつ小川原誓v~ 買収前後で用（口） 信託権の証券化
問題点 眈袴髯還悲瓢翠琵長贋勺麿翡誓鬱：贔提麿雰詈戸化が
じやすい。 期にわたること むずかしく，住い きめの細い長期
Vヽ ）スプロール化 を考えると，多・民に公平の原則 的補償体系の確立
を防ぐことがむ 数の地権者の公 がつらぬけない が必要。
ずかしく，収用 正な交換分合は （例：青森県生
権の前提が必要 むずかしい。 産所得補償方
し→ 工期が長い。 式）。
雌権者 I I I I 
長 所（イ）一時的に多額（イ）一時的に多額（イ）・賃貸料が毎年（イ）開発利益の配分
の金が入る。 I の金が入る。 I 入るので生活面（口） プロジェクトに
短 所 Iイし価格に対して1
j同左
でいちおう安定 参旭できる。
する。 1り信託利益の前渡
. . I畠但知翻繍
の漸次的転換が可
I 能で将来の生活設
計についてじっく
り考えることがで
きる。
（イ） 信託した土地が
いくらに売れるか
関与しえないとこ
ろから不安である
（口） 土地を手放した
ことによる不安。
対開発主体I----
長 所（イ）買収後は地権（イ）保留地処名に（イ）資金負担が少（イ）資金負担が少く
者との関係がた より，事業の なくですむ。．．．‘てすむ。
ち切れ，後に問 埋めあわせが可 （口）集団形式をとる
題を残さない。 能である。 ． ． ため個々の交渉を
前提とせず，手続
が簡単である。
短 所 j(1)時間がかかる。（イ），（口）一括買収（イ）手続きが』
（口）資金が大量にい 方式に同じ。 （口） 唸の賃犀罰嘉閉協笥竪
る。 内翡帽騒夏 の算がむずか 組織の確立が必要しい である。
＇ 共団体等）。. "ヽ） 販祝がむずか
に）手続きが煩雑 しい。
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対企業
長 所 （イ）初土予地測価し格うを当（イ）同左 (,()安用い地。買収費が（イ）特になし。る。
短 所 （イ）特になし。
る。 持l ない。~IJぞ年負悶り益ち喜えラ翫なンいニ~。ン澁, グおコ叫諜髯毘が， 当
高田喜義「陸奥湾小川原湖地城大規模工業開発について」 （北海道東北開発公庫調査部
『開発金融』 U5l,1970年11月） 50ペー ジ。
式， (2)区画整理方式， (3)集団信託方式， (4)賃借方式， (5)還元譲渡方式（鹿島の
六•四方式）等があげられるが， むつ小川原地区の場合は第 6表に示した 4つ
の方式が比較検討され，最終的には， (1)取得対象用地が広大である， (2)用地取
得から造成，分譲までには相当長い期間と大量の資金を必要とする， (3)この地
域は農業用地としての生産性が低く，地域内での農業用替地は認められない，
(4)土地の合理的利用のためスプロール化を防止する，という諸条件を考慮して
第 3セクターによる一括買収方式を選択したというのである。
しかし，地域開発本来の目的からすれば，プロジェクトに参加し開発利益が
配分される集団信託方式や，賃貸料が定期的に入り生活の安定が確保できる賃
借方式のような，地域住民に有利な取得方式が採用されて然るべきであるのに，
なぜ旭大な時間と資金と労力を必要とする一括買収方式が採られたのか。なる
ほど賃借方式や集団信託方式を採る場合， (1)手続の煩雑性， (2)賃借料や利益配
分の算定が困難であること， (3)地権者と企業双方から納得される運営組織の確
立がむずかしいこと，など問題がないわけではないが，これらはいづれも技術
的に解決可能な問題であり大きな障害ではない。国や県や巨大企業が一括買収
方式を採った主たる理由は他にある。それは，この方式を採れば，一時的に巨
額の資金を必要とし，用地買収に長期間を要し，危大な労働と手間が要求され
るが，いったん買収が終れば， (1)地権者との関係がたち切れて後に問題を残さ
ない， (2)当初から地価の予測ができ買収計画が立つ， (3)買収用地は企業の有力
な資産として強大な担保力をもち，特に4ジフレ下ではその含み資産が拡大す
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るという有利な条件が巨大企業に帰属するからである。しかも用地買収に当っ
て必要とされる危大な資金の借入，巨額にのぽる利子負担，長期にわたる時間
的ロス等に伴う企業リスクの負担は，第 3セククーによって肩代りされるから
一括買収方式が巨大企業にとって一石二鳥の有利な取得方式であったことは明
らかである。したがって，この方式以外の買収方式が単なる参考資料にとどま
ることなく，現実にどれほど真剣に討議されたか疑問である。
こうして，工業基地の土地取得は当初から一括全面買収の方針をとりながら
無策のまま放置されていたために，六ケ所村の開発予定地は「新全総」発表の
かなり以前から，大手の不動産資本，建設資本，商社およびそのダミー，さら
に中小不動産会社や個人ブローカーなどによって蚕食され， 「開発会社」の
土地買収機関である「開発公社」が設立されて土地取得の戦列に加ったときに
は，全くの虫喰い状態になっていた。六ケ所村で買い占められた土地は，公
表されたものだけで第 7表に示したごと<'昭和44年8月から同47年12月まで
の約 3年半の間に16,239,014平方メートル（約1,624ヘクタール）にのぽり，その
うちの約半分が「新全総」
発表後の 1年間に集中して
いる。これを地目別にみる
と，第8表のごとく原野と
山林が最も多くて全体の96
彩を占め，次いで畑，牧場，
第1表六ケ所村の土地移動の推移
期 間 面積 (mil)I 
昭和44年8月~45年9月 7, 181,.604 
同45年10月~4琺F-8月 4,747,651 
同46年9月~47年9月 3,607.821 
同47年10月～同年12月 701,938 
『六ケ所村資料』
第8表 六ケ所村における土地の地目別移動状況
（昭和44年8月1日～同47年12月31日）
地目 1宅地I水田I畑 I山 林 1原 野 1雑蜘1牧場I計
筆数 43 16 52 605 1,757 4 26 2,503 
面(~閏 36,477 26,281 304,863 4,787,799 10,913,441 7,614 162,539 16,239,014 
地権者 922人
「六ケ所村資料』。
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宅地，水田，雑種地の順となって農地法違反による買収が相当多くおこなわれ
ていることが明らかである。
また土地移動の地区別分布は，不動産業者の土地争奪が，当初日本工業立地
第4図 六ケ所村の土地移動図
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第9表 六ケ所村における土地移動の地区別分布
829 
（単位ヘクター ル）
地区（大字）― l倉
買収面積 I
内 1尾
so ¥ 
駿 1鷹
410 I 
架 1平
327 I 
沼 I出
245 I 
戸
I 
49 1 
?
12 
松原邦明『開発と住民の権利』（北方新社） 204ペー ジ。
センターの調査報告をもとに展開されたこともあって，のちほど線引された開
発地区だけでなく保留地区や除外地区を含めて全村に及んでいる。しかしこの
なかで土地移動の最も激しかったのは，第 9表に明らかなように倉内，尾駿，
朧架，平沼などの 4地区（大字）である。倉内と尾駿の2地区は民有地の20パ
ーセント以上が，また鷹架と平沼の両地区は15パーセント以上が売り渡され，
スプロール化による土地売買の虫喰現象がもっとも顕著である。土地移動がこ
れらの地区に集中しているのは，これらの地区が巨大工業開発の中心地あるい
はその隣接地に当っていたことが最大の要因であるが，しかし広大な土地が予
想したより短期間に売却された背景には，戦後の農業政策の変転と失敗に翻弄
された開拓農民の存在と農地を手離すことを余儀なくされていた借金経営によ
る生活苦のあった事実を見落してはならない21)。
21)戦後，政府の農業政策によって下北半島に入植した開拓農民や地元次三男の入植者達
は，戦後最大の失政と呼ばれる農政の変転，すなわち酪農奨励—ビート栽培—水
田開発ー一減反政策という文字通りの「猫の目農政」によってふりまわされてきた。
昭和28年世銀の借款によってアメリカおよびオーストラリアのジャージ一種の乳牛
を輸入してはじめた酪農は，ホルスタイン種に比べて「寒さに弱く乳最も少く肉質も
悪い」という理由で負債を残して計画半ばで挫折した。このあと同35年には，キュー
バ危機による国際砂糖市況の悪化のなかで，政府は国産砂糖の自給率を高めるために
製糖工場を建設しビート栽培を奨励した。しかし粗糖市況の回復と貿易の自由化によ
って，粗糖の輸入が急増して国内市場は蚕食され，製糖工場は閉鎖した。そしてビー
卜栽培は打ち切られ，農民は再び大きな借金を残した。
さらに同44年に政府は米作奨励策を打ち出した。農民は「三度目の正直」を信じて
これに従い， ビート畑の約70彩を水田に転換した。しかし，食管法で米価が保障され
ているため最も安定した作物とみていた米作りも政府の減反政策によって三たび挫折
する羽目に陥った。開田分はそのまま休耕水田となり，農民は多額の借金をかかえ開
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この時期に土地投機に暗躍し，六ケ所村の土地買収をおこなった不動産業者
は，第10表のごとく大・小・個人を合せて総数 634名にのぼったが，その地域
別の内訳は県外の業者が東京都の204名を含めて 384名，県内が青森市の69業
者を筆頭に 250名となっており，中央と地元の不動産業者はもとより，遠く四
国や近畿からも土地の買占めに加っていたことが明らかである。
これらの不動産業者を買収目的によって分類するとおよそ次のように大別で
きる 22)。(1)東京の大手不動産資本（開発工事発注の権利保全と値上り益の確保），
第10表六ケ所村における土地取得者の地域的分布
全 国 634 (業者）
県 内 250 I 県 外 384 
青森市 69 東京都 204 
三沢市 48 神奈川 64 
野辺地町 25 千 葉 32 
八戸市 25 埼 玉 16 
六ケ所村 21 茨 城 15 
東北町 15 大 阪 7 
十和田市 12 宮 城 7 
七戸町 10 愛 知 5 
上北町 8 北海道 4 
むつ市 5 岩 手 4 
弘前市 4 福 島 3 
百石町 4 栃 木 3 
六戸町 1 京 都 3 
天間林村 1 徳 島 3 
脇野沢村 1 長 野 2 
金木町 1 秋 田 2 
群 馬 2 
（月兵， 盈山羹形： 悶屡吋 各 1
「資料出所省略」。
拓農業は崩振寸前に追い込まれた。丁度このとき下北半島に巨大工業開発が構想され
土地買いが現われたのである。
22}飯田清悦郎「前掲書論文」 216ペー ジ。
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(2)不動産以外の巨大資本（住宅団地，・レクリエーション用地の確保）， (3)県外の不動
産業者（利殖と転売益の確保）， (4)地元の不動産業者（利殖と転売益の確保）， (5)利
殖目当ての県内外の個人投資家， (6)県内外の商店および農場経営者（開発によっ
て新しく生れる新都市や国有地での代替地要求権の確保）。
これらの不動産業者のうち最も悪質な土地買占め業者は，東京の大手不動産
資本をはじめとする商社，建設会社などの巨大ディベロッパーであった23)。
彼等は「新全総」の閣議決定の段階で，あるいはそれ以前の策定段階から，子
会社や地元不動産業者をダミーに使って，開発予定地とその隣接地域を山林，
原野，農地の区別なく広範囲にわたって，しかも驚くほど安い価格で買収して
おり，強大な利権を保全する最大の地権者になっていた24)。なかでも三井不動
産は「新全総」発表（昭和44年5月）の 2ヶ月も前から， 100パーセント出資の
子会社「内外不動産」をダミーに使って開拓農地の買占めに着手し，昭和50年
末までに山林，原野，牧場，宅地，その他雑種地を含めて約1000ヘクタール，
開発地区だけで約800ヘクタールの土地を取得している。
第1表は昭和44年8月から同47年12月までの 3年4ケ月間における六ケ所村
の土地移動状況を上位20業者について示したものであるが，同表でも東京に主
たる事業所をおく不動産業者や関東一円の土地プローカーによる土地買漁りの
実態，なかでも三井不動産が内外不動産名義で，短期間に 557ヘククールとい
う大量の土地を買収している事実が明らかである。しかも東京，地元を問わず
23)ある調査によると，東京資本の大手デイベロッパーの買収面積（単位：ヘクタール）
は次のとおりである。京成電鉄542,伊藤忠527,国際興業497, 国土開発302, 三井~
産155,大宝地所90,東部鉄道8,丸紅84など。
24)「新全総」は国会議員，政府役人，学識経験者などで構成される国土総合開発審議会の
審議を経て策定されたが，この審議会のメンバーに六か所村で大量の土地を買い占め
た三井不動産蛛の当時の社長が学識経験者として加わり，しかも特別部会の委員を兼
任していた。したがって開発予定地の詳しい極移情報が計画策定段階で特定の大手不
動産業者に流れていたことは明らかである。「新全総」発表前の開発予定地で一部の巨
大ディペロッパーによる大量の土地買い占めがおこなわれたのはこのためである。
蕊
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第1表六ケ所村の土地移動状況（上位20業者）
（昭和“年8月~47年12月）
氏 名 I-住 所 I面積 (m2)
内外不動，産， 東 京 5,568,855 
橋 本 原喜開代発会太社郎 村 内 807,526 
むつ小川 東 京 709,643 
東 栄 興 業 ．．村 内 539,094 
協 栄 実 業 東 京 243,307 
山 口 登． 千 葉 201,077 
羽．島 文 ＇子 茨 城 196,939 
浄法寺 繁 男 沢 148,737 
久保田 商店 東北町 140,128 
鈴 木 圭．一 東 京 139,470 
地 商 建．設 東 京 137,388 
上・: 北 農 ＇・場 上北町 133,953 
小松製作所 東 京 113,741 
十和 田観光 十和田 110,806 
樋口農事組合＇ ・十和田 108,149 
中 ．村 福次郎．； 七 戸 107,946 
松 村 清 士 千 葉 103,418 
田・ 中 ま 、さ 東 京 98,983 
蛛 ヤ．．ク・ル． ト 青 森 89,674 
吉 村 ー．郎．． 千，葉 87,972 
＊むつ小川原開発会社は民間の不動産会社であって第3セクタ
ーの「むつ小川原開発株式会社」ではない。「資料出所省略」。
不動産プローカーの買収地の多くが，・早晩系列会社やダミーを通じて大手ディ
ベロッバーに転売されることを考え合せると，土地の巨大資本への集中はより
一層明確になるであろう。
ところで，巨大資本は具体的にどん↑ぷ方法で大量の土地を入手したのであろ
うか。その経路は現実にはかなり多様であるが，これを一般化すると，およそ第
5図のようなルートに集約できる。このうち最も主要な経路は農民・一般土地
所有者—→•(地元有力者の仲介）ー→土地プローカーー→ダミー（子会社)_巨大
ディベロッパーという，図表中の太字で示したルートであって全地区に共通し
ている。
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開発地区では， 「開発会社」が「開発公社」を通じて一元的に土地取得をお
こなうという方針に基づいて，専ら「開発公社」が土地買収にあたり，その方
法としては， (1)地元の有力者を介して農民および一般土地所有者から直接買収
する， (2)地元の土地プローカーがすでに買収している土地を買い取る， (3)巨大
ディベロッパーが土地ブローカーおよびダミーを通じてすでに買い集めている
まとまった土地を一括買収する，などによっているが，このうち最も大規模な
ものは巨大ディベロッパーからの転売であった。いっぽう開発地区以外の地域
では，中小土地ブローカーの一時的所有（転売するまでの）をのぞくと， 巨大デ
ィベロッパーが，線引きのおこなわれる造か以前から，現在の開発地区の隣接
地を広範囲にわたって買い占めており，その入手経路は地元の土地ブローカー
を通じてダミー名儀で集めたものが大部分である。巨大ディベロッパーが地元
有力者を介して直接農民から自社名儀で買収する事例も少くないが，多くの場
合土地プローカーのあいだを何度も転売されながら，ダミー名儀で巨大資本の
手中に入っている。
ところで，土地ブローカーひいては巨大資本と土地所有者のあいだに介在
し，農民の土地売却に圧力を加え農地を売り急がせた有力者とは一体何者であ
ろうか。広義に解釈して以下に列記すると，青森県信用農業協同組合連合会
（通称県信連），肥料商人，各種公職者，親類縁者などがあげられる。
前二者は農民に営農資金や生活資金を貸し付けている点で債権者の立場にあ
る。肥料商人は毎年一定の時期に零細農民や開拓農家に対して仕込み肥料や農
機具を前貸し，収穫期に貸金を回収する土着の仕込み親方であり，農民の苦し
い営農状態や家庭事情を手にとるように熟知している有力者である。青森県の
農民団体である県信連もまた零細農民に営農資金を貸している債権者であり，
その組織の役員は借金している農民にとって抵抗しがたい有力者である。巨大
資本から土地買収の委託を受けた土地プローカーがこれほど有力なコネクショ
ンを見逃がすはずがない。彼等は早速肥料商にわたりをつけて，返済のあての
ない農民から借金を取り立てるいっぽう，自からは農地の売却を強く説得して
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いる 25)。その結果， 貧農とくに開拓農民の多くが唯一の生活の糧である農地
を手離し，離農を余儀なくされたのである。本来ならば農業振興を目的とする
はずの県信連が，ある時期から一転して営農資金の回収方針を打ち出し，厳し
い借金の取り立てをおこなっているが，これが，農民の土地買却に果した役割
は肥料商人の場合と同様である。
各種公職にある有力者，例えば村会議長および議員，農業委員長，農協組合
長，教育委員長，選挙管理委員長なども，土地の斡旋や農民の説得を通じて土
地移動に大きな役割を果している。農地売買をチェックすぺき立場にある現職
の農業委員長が農地を不動産プローカーに斡旋したり，教育委員長が違法承知
で農地を買収したり，選挙管理委員長が土地プローカーの現地主任として業者
相互の仲介をするという事例は枚挙にいとまがない。親類縁者もまた血縁関係
を通じて説得の有力な手段になっており，本家が分家に圧力を加えるなどはそ
の典型である。
こうして巨大資本は土地所有者である農民の前に直接姿を現わさず，中央で
入手した未公開の極秘情報や県の資料をもとに，早いものは「新全総」発表前
の昭和44年3月頃から，土地プローカーや地元有力者を介して開発予定地を極
めて安い価格で大量取得している。彼等が最初に目をつけたのは土地に執着心
の薄い開拓農民であった。営農資金を借入れている農家をリスト・アップして
債権者に借金の取り立てを急がせる一方，自からは土地プローカーや地元有力
者を通じて開拓地域一帯に「競争馬の牧場をつくるので土地を探している」と
か「大規模養鶏場をつくるので，土地を売った者には働いてもらう」とふれ込
み，巨大工業開発については極密のままで土地買収にかかっている。こうして
開拓農民は，最初は自己の農業経営にあたえる影響が比較的少ないとみた農協
25)農民に土地を売却させるための説得方法としては，「返済期限が過ぎている。借金はい
つ返すつもりか」，「返済しなければ抵当権を設定する」，「借金の担保を解除する」な
どと強く返済を迫るいっぼうで， 「土地を売って借金を返し， 世間並みの生活をしよ
う」，「土地の権利書と印鑑を渡したら万事うまくする」と勧誘するのが通例という。
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所有の共有地，例えば防風林や放牧地などを手離していたが，これが逆に酪農
経営を窮地に追い込むことになり，ついには唯一の生活手段である自己所有の
開拓農地の売却を余儀なくされ，離農せざるをえなくなったのである。
また巨大開発に伴う土地争奪の今一つの特徴は，大量の農地や採草放牧地が
農地法を無視して買い占められたことである。農地法は，農地の確保により農
民の地位の安定と農業生産力の増進を図るために，若干の例外を除いて，農地
および採草放牧地の売買については都道府県知事の許可（個人がその住所のある
市町村内の土地を買収する場合は農業委員会の許可）， またその転用についても同様
に知事の許可 (2ヘクタールをこえる場合は農林大臣の許可）をとることを義務づ
けている。
．ところが，土地買収に殺到した大小不動産業者は，売買および転用の許可を
とることなく，農地法の規制を破って開拓部落をはじめとする村内各地区の農
地を公然と不法買収し，昭和47年12月末までに，無許可移動面積は約320ヘク
タールにのぼった。のちほど行政監察局から是正勧告を受けた違法農地のみに
限定しても， 231筆， 107ヘククールが157業者によって不法買収されている。
そしてこの違法農地の85彩に当たる約 100ヘククールを買い占めたのが，第11
表で示した大量土地取得者の上位業者である。なかでも内外不動産は大石平の
開拓地区で違法農地の約50彩， 55.4ヘククール（開拓地区内は36.4ヘククー ル）
を買収しており，監察局の是正勧告に基づく売買契約解除後も，農地転用許可
がおりた時点で再度買収しうるように画策している。つまり同社は，時価によ
る売買と称して農家の買い戻し価格を資金調達能力をこえて不当に吊り上げ，
彼等が再び前契約者に売却することを余儀なくしているのである。
その後，農地の転用については，農林省が昭和47年10月に「むつ小川原開発
地域における農地転用の取扱い」に関する要領をまとめて県へ通達し，この中
で開発に必要な用地の買収は， (1)「開発会社」が「開発公社」を通じて一元的
におこなう， (2)農地転用は事前審査に対する内示という形をとる， (3)開発区域
内の農地転用は原則として「開発会社」以外には許可しない，等の方針が出さ
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れ，開発地区内の農地買収については一転して「開発会社」の独断場になった
のである26)。
補論
青森県が巨大コンビナートの誘致に奔走する経済的背景について少し具体的
に補足しておきたい。経済とくに資本主義経済が産業部門間・地域間で不均等
な発展を示し，これがさまざまな地域間格差を生みだしていることはいうまで
もない。日本の場合も例外ではなく，青森県は生産性の低い第 1次産業とくに
農業に経済的基礎をおく，国内の一後進地域として，工業の集積する先進地域
に比べ，生産所得や財政構造はもとよりさまざまな経済指標において著しい立
ち遅れを示している。県当局は，地域格差を調整するための国の財政援助の見
返りとして，また自主財源確保のための有力な手段として，開発に対するチェ
ック機能を十分確立しないままに，官民共同の巨大工業開発を積極的に誘導し
てきたのである。
青森県の産業部門別就業人口構成は，農業を中心とする第 1次産業が全体の
約半数に近い47彩，第2次産業が15彩，第 3次産業が38彩となっており，生産
性の低い第 1次産業，なかでも農業の占める割合が圧倒的に高い。第2次産業
とくに工業の比重が低いのは後進地域に共通する特徴であるが，青森県の場合
もその例外ではない。八戸地区を除くと付加価値生産性の高い部門の巨大工場
の存在は皆無に近く，工業人口の比率ばかりでなく工業出荷額においても，鳥
取，島根，高知の 3県に次いで全国の最低グループに属している。第3次産業
は水産，交通・運輸および三沢基地の関係を中心に構成比自体は工業に比べて
かなり高いが，その大部分が不安定な第 1 次•第 2 次産業に寄生し依存する中
小零細企業で占められ，その割合は肥大化傾向を示している。
26)松原邦明「前掲書」 200ペー ジ。
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第1表 産業構成と県民所得の県別比較（昭和“年）
就業人口の産業別割合（彩）
工業出荷額 県1人民所当得り
第1次産業 1第2次産業 1第3次産業 （億円） （千円）
工業県
東京都 1. 5 41. 5 57.0 71,466 422 
神奈川県 6.1 44.7 49.2 60,035 331 
愛知県 13.6 45.2 41. 2 53,745 283 
大阪府 3.1 47.8 49.1 67,897 369 
農業県
青森県 47.3 14.9 37.8 1,804 176 
秋田県 48.0 17.9 34.1 2,271 182 
宮崎県 44.3 18.4 37.3 1,830 171 
鹿児島県 50.6 15.8 33.6 1,737 144 
経済企画庁『季刊国民経済計算』 (1967年8月）；総理府統計局『1965年国勢調査報告J
(1967年5月）他より作成。
このような産業構成ならびに産業構造上の特徴はそのまま生産所得水準に反
映し，同県は全国でも最低グループの低所得県である。昭和44年の 1人あたり
県民所得は17万6千円で東京，大阪の半分以下であるばかりでなく，全国平均
を大きく下回っている。そのため青森県は人口流出と出稼ぎの多いのが特徴で
ある。出稼ぎの実態は必ずしも明らかでないが，県当局の調査によると，毎年
出稼ぎ世帯数で約4万6千戸，出稼ぎ労働者数で約5万7千人が県外に季節的
労働者として出ており，その数は全国出稼ぎ労働者数の約25彩にあたるといわ
れる。出稼ぎ先は関東地方と北海道が最も多くて各30彩（東京15%,神奈川1096,
埼玉3%, 千葉2彩），愛知 8彩となっており，業種別では建設業60彩，製造業
30彩，農林水産業5彩の順位で建設業が圧倒的に高い割合を占めている。また
時期的には 3, 4, 5月（主に建設業）と 11月（主に製造業）の農閑期に集中し
ており，農業との関係がはっきりとあらわれている。県下最大の出稼ぎ地域は
六ケ所村，東通村，横浜町などの開発予定地域で，全戸数の約半数が出稼ぎ世
帯である。
さらに重大な問題は，所得水準の低いことが，国税と地方税の配分基準に欠
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陥のある現行税制のもとで，県の財政構造とくに歳入構造をきわめて脆弱なも
のにしていることである。貧弱な地方税収入は自主財源に対する依存財源の割
合，なかでも地方交付税と国庫支出金の割合を著しく高くし，費用単価の算定
基準や使途に対する制約等を通じて地方行政を硬直化させる要因になってい
る。第 2表は地方公共団体の歳入構造について工業県と農業県を比較したもの
であるが，同表を一見して，工業県が地方税つまり自主財源の割合が高いのに
対して，農業県が地方交付税や国庫支出金といった依存財源の割合の高いこと
が明らかである。もっとも，自主財源の比重の高い工業県の財政状態に問題が
ないわけではなく，大都市薦内の都府県においては教育関係，公害対策，輸送
手段の整備等の支出増加が地方財政を著しく圧迫し，深刻な都市財政問題を提
起していることは周知のとおりである。しかし財政規模の小さい農業県＝後進
地域からすれば，歳出構造の問題は現時点では二次的な課題であって，自主財
源の確保こそが当面の最も切実な要求であると主張する。そして農業県の多く
が現行税制の抜本的改定を要求するというよりはむしろ工場誘致による地方税
収入の増加，という手っ取り早い増収方法をとってきた。
第2表歳入総額に占める主要財源の割合（昭和44年）
—工業県と農業県の比較ーー （％） 
地 城 I地 方 税 I地方交付税 i国庫支出金
工 業 県
神 奈 JI 60. 7 ゜ 16.7 大 阪 59.7 ゜ 16.9 愛 知 61. 0 ゜ 19.6 静 岡 46.7 2.6 27.4 農 業 県
青 森 13.6 32.4 38.0 
秋 田 13.0 34.1 34.4 
宮 崎 13.8 32.5 37.5 
鹿 児 島 10.3 34.9 39.2 
自治省『地方財政の状況」（昭和46年）および自治省財政局指導課『都道府県財政指数
表」（昭和46年）より作成。
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依存財源とくに国庫支出金に対する依存率の高い青森県もまた後進県の例に
もれず，工場誘致に奔走してきた。とくに「新全総」における大規模工業開発
の地域的配置にあたっては，県当局は，国の財政援助の見返りとして国と巨大
資本の大規模開発の要求を無批判に受け入れたばかりでなく，下北半島頸部を
唯一の開発候補地として早くから専門調査機関に現地調査と開発構想の立案を
依頼し，また地方公社を設けて用地買収を斡旋するなど，巨大コンビナートの
誘致を極めて積極的におこなってきている。
県当局をはじめ開発サイドは，下北半島頸部が巨大工業開発の候補地に選ば
れた要因として， 優れた自然的条件（広大で起伏の小さい用地，大きな地耐力，豊
富な用水，静穏な港湾と開けた海岸線など）と開発の遅れた経済的諸条件をあげて
いる。本論で触れた自然的条件は割愛するとして，経済的条件を検討すると，
県の指摘するように，この地域が生産性の低い過疎地域であることは事実であ
る。
居住人口は約16万人，このうち三沢市とむつ市が半数を占め，当初開発中心
地に予定されていた六ケ所村，横浜町，東通村などはいずれも人口 1万人前
第3表むつ小川原地域の産業構成（昭和44年）
市 町 村
沢 市
む つ 市
平 内 町
野辺地町
横 浜 町
上 北 町
東 北 町
天間林村
東 通 村
六ケ所村
県平均
青森県統計資料より作成。
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370 
366 
245 
252 
228 
246 
276 
263 
269 
241 
332 
就業人口の産業別割合
第1次産業 1 第2次産業 第3次産業
16.6 12.9 71.1 
10. 7 19.8 69.5 
45.7 18.5 35.8 
14.0 18.9 67.1 
59.3 1. 7 29.0 
56.2 7. 7 36.1 
67.4 9.3 23.3 
56.3 23.6 20.1 
53.0 24.2 22.8 
69.1 8.8 22.6 
39.8 17.8 42.4 
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後，人口密度約50人/km2の，青森県でも最も人口稀薄な過疎地域である。両
市部以外の就業人口はその大部分が第 1次産業とくに農業に従事し，全産業に
占める割合は六ケ所村で69彩，東北町で67彩というように多くの町村で50彩を
越している。しかし農業生産性は低<'農業の主体をなす菜種，馬鈴薯，豆類
などの畑作や，乳牛，豚などの畜産はもとより，水稲栽培においても第4表に
示したように県内他地域に比較して単位収量が著しく低い。農業に次ぐ水産業
も太平洋沿岸のいか漁やむつ湾の貝類採取などの零細な沿岸漁業が中心で，湾
内のほたて貝の養殖を除くと年間漁獲高は停滞及び衰退傾向にあり，生産性は
農業に劣らず低い。
そのため，この地域の町村別生産所得は軒並に低く，昭和44年の 1人当り生
産所得は全国平均 (55万円）の約半分，県平均 (33.2万円）を大幅に下回ってい
第4表 下北・上北地方の水稲生産性と県内比較
(10アー ル当り収量， 単位 kg)
市町村名 30~41年の平均値 43 年 I 44 年
南津軽地方
弘 前 市 519.0 572 589 
黒 石 市 521.1 597 573 
藤 崎 町 539.8 624 600 
大 鰐 町 449.,7 510 511 
尾 上 町 549.5 633 605 
浪 岡 町 500.3 616 571 
平 賀 町 539.6 617 582 
下北・上北地方
む つ 市 336.3 400 405 
沢 市 351.1 380 418 
野辺地町 375. 7 364 413 
横 浜 町 370.2 386 439 
東 北 町 395.8 422 452 
六ケ所村 261. 5 254 325 
東 通 村 298.2 351 367 
農林省農林経済局統計調査部『全国市町村別水稲10アール当り収量」（昭和46年） 11~ 
12ペー ジより作成。
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る。この地域の出稼ぎ世帯や出稼ぎ者数が県下で最も多いことはすでに触れた
が，この出稼ぎや転出が低生産性および低所得と深いかかわりを持っているこ
とは自明である。また所得水準が低いために，三沢，むつ両市を除くといづれ
の町村も地方税収入が少なく，財政構造が極端に脆弱である。開発中心地の六
ケ所村の歳入構造はとくに弱く，土地買収の開始される昭和44年頃までは自主
財源の割合は1596にも達していない。財源の実に8596以上が依存財源，つまり
国と県の財政援助に依存しているのである。ここに，この地域へ巨大コンビナ
ートを誘導しようとする県当局の意図の一端を読むことができる。
だからといって，地方公共団体の開発に対する姿勢はこれでよいのであろう
第5表 むつ小川原地域の出稼ぎ状態（昭和“年）
出稼ぎ世帯 出稼ぎ労働者
実 数 1割合（％） 実 数
沢 市 909 10.4 1,093 
む つ 市 1,051 12.0 1,226 
平 内 町 824 24.2 965 
野辺地町 1,004 26.2 1,159 
横 浜 町 589 41. 0 772 
上 北 町 435 21. 2 510 
東 北 町 787 31. 9 961 
天間林村 719 42.6 837 
東 通 村 828 40.0 1,279 
六ケ所村 1,180 51.1 1,592 
地 域 計 8,326 20.6 10,394 
県 ムロ 計 45,906 13.2 57,098 
青森県出稼ぎ対策室資料より作成。
第6表六ケ所村の財政状態
区 分 43 年 “年 45 年
自主財源 14.8 17.5 18.6 
依存財源 85.2 82.5 81.4 
青森県『六ケ所村の財政状況』（昭和47年9月）より。
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か。なるほど工場誘致とくに巨大開発ともなれば，開発サイドが指摘するよう
に， (1)新規雇用を生み出し，人口流出の防止や県外出稼ぎ労働者の地元就労に
役立つ， (2)第3次産業や地元下請企業を刺激し発展させる， (3)地方財政とくに
歳入構造を強化する， (4)地価上昇を刺激し住民資産を増大する，など一般に開
発利益と呼ばれている現象が生ずるかも知れない。現に大規模コンビナートを
誘致した県や市町村ではこうした現象が起っている。
しかしこの種の開発利益の主張には誇張がつきものであり，また工業開発に
は必ず負の利益が伴っているから，このような指摘を無批判に受け入れること
は危険である。工業開発の多くの事例は，コンビナートの誘致が，地元労働者
の雇用吸収力に乏しいこと，関連事業は系列会社に発注し地元企業との下請関
係が断絶していること，工業開発は第3次産業とくに商業とサービス業の発展
を刺激するが一定段階で巨大資本の進出を招いて地元商店がかえって打撃を受
けること，地価上昇の利益は一部の土地所有者に限定され多くの住民が逆に地
価騰貴の不利益を蒙ること，地方税の増収は自主財源の比重を高くして歳入構
造を強化するが，道路や上下水道の整備，教育施設，公害対策等の財政支出が
著しく膨張する，など多くの問題点を提示している。またコンビナートの操業
に伴う火災，重油流出等の事故や工場廃棄物の投棄が自然環境を破壊するばか
りでなく，漁業等の他産業に壊滅的被害をあたえていることは今更指摘するま
でもないであろう。
このように，たとえ巨大コンビナートの誘致が，生産所得を引き上げ，自主
財源の比重を高め，新規雇用の創出と下請企業の発展を促すとしても，それが
開発地域の既存産業を一変し，多数の住民の立ち退きを迫り，環境を破壊して
他産業に大きな被害をあたえる可能性があるならば，県民福祉の行政をあずか
る当局としては，巨大工業開発に対してもう少し慎重で主体性のある姿勢をと
るぺきではなかったか。現状では国の財政援助の見返りに自治権を返上したと
批判されても仕方がないであろう。（本論文は文部省科学研究費による研究の一部で
ある）
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